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Ⅰ 都市不燃化構想と ｢開発利益｣
震災直後,渡辺鏡蔵の提案した ｢公共的建築会社｣(ドイツの公益建築会社)による都市不
燃-高層化構想は,土地利用の ｢高度化｣による建築主体にとっての採算性の向上にのみ依拠
したものではなかった.木造から都市 ｢不燃化｣による資金償却の長期化,そのことによる家
賃の引き下げ,という視点をも内包させていた.
渡辺はすでに 『中央公論』紙上で,日本における大火災等の災害を契機としたスクラップ･
アンド･ビルドにともなう国富損失の甚大さを ｢要するに我国に於いては建物の新造費,修繕
費に災害費を加えて毎年総計約24億円を必要とするbf と推定するも大過はあるまい.此の
貧乏なる日本国民の建物に対する投資額が毎年24億円に上ることは驚 くべき巨額ではあるま
いか｣と指摘していた1).
そして震災後の ｢防火地区二関スル特別委員会｣では,高層化により ｢経済的利用ガ増進｣
すること,さらには零細民間借家市場に由来する高家賃の要因を,頻発する火災を前提とした
資金償却の短期性に求め,｢日本ノ家賃-西洋ヨリ十倍-高ィ,若シ之ヲ鉄筋コンクリートニ
スレバソンナこ高イ家賃ニシナクテモ仮二永久建造物ニスルナラバ,二倍ノ建築費ガ掛ッテモ
今ノ五年デ回収スルト云フ計算ヲシタモノヨリ家賃-安クナルノデアリマス｣と2),むしろ都
市不燃化こそが家賃問題の解決につながることを主張し,防火地区の縮小を食い止めていたの
である.
●● ●●
渡辺は,まさに都市不燃-高層化にともなう ｢開発利益｣の帰属を問題にしていたのである
が,もちろん ｢不燃化｣と ｢高層化｣による開発利益の帰属は,それぞれ異なったベクトル
を有しつつも,相互に無関係ではない.低層から中層,そして ･｢高層化｣-と向かうステップ
[キーワード]住宅政策,公益建築会社,公益住宅企業,渡辺鉄蔵,J.ケメニー
1)渡辺鉄蔵 ｢国民経済上より見たる建築改革｣『中央公論』1921年7月号,85ページ.
2) ｢横浜都市計画防火地区変更並二地域二関スル特別委員会第二回議事速記録｣『特別都市計画委員会
議事速記録 第5号』1925年,142ページ.
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が絶え間のないスクラップ･アンド･ビルドの過程であるとすれば,｢不燃化｣に期待 したス
トックの安定自体も困難となってしまうからである. この点,筆者のこれまでの論稿では,
｢高層化｣による ｢開発利益｣の帰属 .(保轡床処分にかかわる)問題に焦点があてられ3',｢不
燃化｣による住宅問題の解決,という論点には充分な説明がなされてこなかった.そこで,本
稿では,J.ケメニー (J.Kemeny)の住宅政策論に依拠しつつ, ドイツにおいてストックの安
定化に公益建築会社が果してきた役割を明確にし,あわせてそうした安定化による都市の 成`
熟化"とは逆に,スクラップ･アンド･ビルドにともなうストックの"劣悪化'と"高額化"とい
うプロセスからなかなか脱却できない日本の現状に論及してみたい.●
Ⅱ 単一化モデルとストックの ｢成熟化｣論
ケメニーのストック安定化による住宅の ｢成熟化｣論は,19世紀後半から活動を続けてき
たドイツの公益建築会社が,第二次大戦後の社会的市場経済体制に包摂されるなかで ｢社会住
宅｣として制度化されていく過程,つまりは住宅供給を基本的には市場メカニズムにゆだね,
公共サイドは,その"市場"を社会政策的な目的に沿うよう陶冶する機構 (ドイツの ｢秩序自
主主義｣,GermanOrdo-1iberalismus)を前提としている. ドイツでは公共,民間という2つ
の住宅市場が存立しているのではなく,あくまでも民間 (ノン･プロフィットを含む)による
単~ (Unitary)の市揚 (単~化モデル)により 甲 全住宅｣の建設がなされて-きたのである･
そこで,本節では,公益建築会社によるストックの ｢成熟化｣論に言及する前に,ケメニー
が2分化モデルの唱導者とし批判するM.--ロー (M.Harloe)の主張を手短かに紹介 し,
これとは対照的な位置にある単一化モデルの性格を浮き彫りにしていきたい.
(1) M.ハ-ローの論調- 社会住宅の危機
1970年代初頭までは,大量の社会賃貸住宅 (SocialRentedHousing,社会住宅とも表現,
社会政策的役割を担う住宅を総称)の建設により低所得者用住宅の欠乏が充足され,同時に所
得の上昇とともに民間市場によって供給される住宅へのアクセスも容易になることで住宅問題
は解決するかにみえた.しかし,1970年代後半からの深刻な経済,社会,政治面での変化は,
こうした楽観的シナリオに修正をせまっている.住宅のアフオーダビリティをめぐって大きな
問題が生じているにもかかわらず,政府は低所得階層の大量の住宅需要に対応しきれていない.
このため,既存の社会住宅に維持 ･管理面での支障が生じている一方,EC諸国全体で300-50
0万人ものホームレスをかかえこんでしまっている.
以上のような状況認識のもとに,-ーローは欧州における社会住宅の歴史を次のようにふり
3)小玉徹 ｢居住地再開発の可能性と制約条件｣『季刊経済研究』第10巻3号,1987年.
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返る.1918年から20年中頃までのイギリス, ドイツ,デンマーク,オランダの社会住宅供給
は,あくまでも第一次大戦後の混乱への一時的対応策とみなされていた.市場経済の回復とと
もに,国家による住宅市場への介入は,廃止されるべきものと考えられていたのである.ただ
し,この時期の住宅への不満は,熟練労働者や中産階級にまで及んでいたことから,政府は広
範な階層への対応をせまられることになった.
1920年代後半から社会的 ･経済的危機感が薄らぐにつれて,政府は大規模な社会住宅プロ
グラムの策定をやめ,都市貧困者の住み替えとスラム･クリアランスを目的とした,より小規
模な施策へと重点を移していった.社会住宅の対象は,"大衆"(mass)から"残余'的 (resid-
ual)階層へと移行したのである.
第二次大戦後,再び"大衆'への住宅供給が開始される.これは,1918年以降の社会不安へ
の一時的な対応策としてではなく,急速な経済発展にともなう都市化,さらには完全雇用と経
済成長を目的としたケインズの有効需要政策を背景に,より恒久的な施策として遂行されていっ
た. しかし,1970年代,とくに74年以降のインフレと景気後退のもとで,政府当局は,所得
の上昇とともに持家取得が容易となった中産階級を対象に民間セクターを活用 していく一方,
社会住宅の対象をより限定された階層へと特化していくことになる.
もちろん,以上のような"残余化'の浸透度は,国によって一様ではない. フランスでは,
この変化は1970年代後半から明確になってきたけれども,イギリスではもっと早 くから顕在
化していた.オランダ, ドイツ,デンマークにおいて,この傾向はより緩慢に進行 しつつも,
結局は同じ過程をたどっている.
●ここではドイツにのみ言及すれば,1982年における中道左派政権の崩壊後, コール首相の
率いる中道右派連立政権は,中 ･低所得者むけ住宅への財政支出を削減し,民間住宅市場の活
性化を意図していることから,レーガン,サッチャーと同じ路線を踏襲しつつある.こうした
方向は,とくに1987年以降の社会住宅への補助金のストップと持家助成の優遇という形で明
確になってきている.今後,既存の社会住宅の50%について家賃等の規制は撤廃され,市場
家賃の導入ないしは賃貸ストックの売却までが予定されているのである4).
(2)｣.ケメニーの論調- 単一化モデル
ケメニーは欧州の住宅供給システムが,おしなべて中産階級への持家と低所得者層を対象と
した社会住宅とに二極化していく,というハ-ローの主張を二分化 (Dualist)モデルとして
批判する.表1に示されるように,イギリスでは持家 (66%),公営家賃 (24%)と二分化傾
向がはっきり読みとれる.
4)以上,ハ-ローの主張については,M.Harloe,"SocialHousingPast,PresentandFuture',
HousingStudies,Vol.9,No.3,1994,pp.407-10,及びM.HarloeandM.Martens,Newldeasfor
Housing,Shelter,1990,pp.20-21を参照.
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表 1 欧州住宅供給システムの2類型 (1990) (単位 ‥%)他方,デンマークとドイツで
持 家 民間賃貸 原価賃貸 公営賃貸 合 計 はtの%チ
二分化モデルイギ リス 66 7 3 24 100
アイルランド 78 9 0.5 13 100
単一化モデルデンマーク 58 212) 18 3 100
(注)1.再統一後における数字である.
2.私的コープ (PrivatecO-Operatives)を含む.
(出所)J.Kemeny,FT･OmPublicHot)singtotheSocialMaT･het,Routledge,
1995,p.59.
,民間賃貸と原価賃貸 (Co
renting,家賃を経常費補填
ために必要なレベルに設定)
合計が,それぞれ39%,63
を占め,持家へのきわ立った
ニュアの偏侍はみられない.
二分化モデルの誤解の根底に
は,住宅のテニュアを持家,氏
間賃貸,公共賃貸と3つに分類
●● ●
しがちな英語圏 (Anglo-Saxon)研究者の経験主義がある.しかし,住宅の所有形態ではなく,供
●
袷 (市場)形態に着目するとき,こうした3分類方式は必ずしも有効でなくなる.というのも, ド
イツで ｢社会住宅｣という場合,所有と管理は民間 (ノン･プロフィットを含む)の供給する住宅
にあって,公共サイドが建築費や家賃を補助するのと引き替えに,住宅の質,入居者資格,家賃な
どを一定期間拘束する制度をいうからである.したがって英語圏の研究者が社会住宅として公営賃
貸とノン･プロフィットをイメージしがちなのにたいし,ドイツをいれて議論する場合,この2つ
の供給主体にくわえて拘束を受けた民間賃貸をも社会住宅にふくめなければな.らないわけである5).
この公共による拘束システムは,1950年の第-住宅建設法により制度化された.その主旨は,公
益住宅企業 (後述),営利企業,個人を含め,すべての建築主体にたいして平等に政府資金の配分
を行なう,ということであり,住宅建設は3つのカテゴリー に分類されることになった.①政府資
金の直接的貸付 (無利子,元本返済年1%)と税制優遇措置によって助成される ｢社会住宅｣,②政
府貸付金なしに,特定の租税軽減措置 (10年間の固定資産税免除)によって助成されるもの,③政
府資金も税制優遇もうけない自由金融による住宅建設,がそれである.
こうした助成形態によって家賃は,それぞれ ｢標準家賃｣(Richtsatzmiete),｢原価家賃｣(Kost
enmiete),そして政府の規制がかからない ｢市場家賃｣(Marktmiete)に分類された.その後,第
2住宅建設法 (1956年)のもとで,政府貸付金の減少とともに元利返済への助成による民間資金借
入が増大したことを背景に,①の家賃システムは ｢原価家賃｣に変更された.かくて①と②の区別
はなくなり,両者が ｢社会住宅｣と認定されていくことになる6).
(3)｢原価賃貸｣によるストックの ｢成熟化｣論
ケメニーによれば,二分化モデルと単一化モデルの違いは,それぞれの住宅市場の構造に由来し
5)以上,ケメニーの主張については,J.Kemeny,FromPublicHousingtotheSocialMarket,
Routledge,1995年の第2章を参照.
6)この点,佐藤誠 『都市政策と経済改革』 ミネルヴァ書房,1984年,138-43ページを参照.
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ている.単一化モデルは原価賃貸と民間賃貸とが競争し,かつ併在しうる市場メカニズムを有する
のにたいし,二分化モデルは民間賃貸市場を非活性化させ,住宅テニュアを持家と公営賃貸に収束
させてしまう.
二分化モデルにおいては,ノン･プロフィットを中心とした原価賃貸の比率は小さく,民間賃貸
は利潤目的の賃貸市場としてのみ作動している.このため住宅不足のときは法外な利益を獲得し,
住宅過剰の場合は極端に投資を控えることになる.政府は,住宅供給を市場メカニズムに委ねるこ
とを意図しつつ,皮肉にも市場の欠陥を是正するため国家による公営住宅の供給を余儀なくされる.
しかし,この供給によって民間賃貸市場がもたらす問題は充分に解決されえない.かくて国家は,
限定された公営住宅のシェアを手堅くガードし,その機能を全うさせるため所得により入居者を制
限 (Strictmeans-Testedaccess)していく.同時に公営住宅は,国家により一元的に供給される
ことからデザイン等において一般的に非魅力的であり,そこに入居することは低所得者として格印
を押される(Stigmatize)ことにもなる.こうしたことから,大多数の世帯にとってテニュアの選
択肢は,民間借家か持家しかなくなってくる.ただし,前者には高家賃と居住不安がっきものであ
る.かくて利潤目的の賃貸市場に依拠しようとする戦略は,結果的には持家需要を煽ることにつな
がっていくのである7).
他方,単一化モデルでは,原価賃貸の比重が大きい.では,原価賃貸の存在は,なぜ民間賃貸を
併存させ,なおかつ持家へのテニュアの傾斜を防過しうるのか.
まず第一に,｢市場家賃｣の適応される民間賃貸も,減価償却による税控除,住宅建設奨励金,土
地家屋取得税の免除,住宅手当などの助成がなされ8),原価賃貸と競争しうる立場にあるというこ
とである.
第二に,にもかかわらず,原価賃貸が住宅のアフオータビリティの確保という点で,賃貸住宅市
場全体をリー ドできるのは,原価賃貸がその"成熟化"(Maturation)の過程を忠実に反映しうる
からである.
原価賃貸は一般に他のテニュアを比較して長期 (50年以上)の低利資金を用いることから,その
償還期間も長い.したがって,原価賃貸が常に新築され,あるいは更新されるとすれば,全体の家
賃レベルはなかなか下降しえない.ただし,新築 ･更新のプロセスが収まってくると,むしろ償還
の終息にむかいっつある"成熟化"したストックが,全体の家賃を引き下げる方向に作用する.そし
て,その影響は市場メカニズムを通じて民間賃貸にまで波及していく,というのである.
もちろん この"成熟化"の過程は,持家と民間賃貸にも作用しうる.むしろ,この二つのテニュ
アの場合,原価賃貸に比べて借入金の償還期間は短いことから,"成熟化'のスピードも早いといえ
よう.しかし,持家の場合,中古住宅の購入者は,新規のローン設定とともにその原価よりはるか
に高い支払いを余儀なくされる.また民間賃貸が"成熟化'したとしても,実際にかかった費用の回
7)J.Kemeny,op.cit.,pp.16-7.
8)水原渉 『西 ドイツの国土 ･都市計画と住宅政策』 ドメス出版,1985年,20ページ.
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収を上まわる,固定資産の資本価値の市場利回りに相応する家賃設定がなされてしまう.いづれの
場合も,"成熟化"による家賃の下降というメカ子ズムは,有効に作動しえないのである9).
Ⅲ 原価賃貸による"成熟化"の実態
原価賃貸とは,テニュアの種別いかんにかかわらず,｢社会住宅｣として認定され,｢原価家
賃｣の適応される住宅であり,当然のことながら,民間賃貸の一部分もこのグループに入る.
ただし,原価賃貸の大部分は,サード･アームとしての公益住宅企業,なかんずく公益建築会
社によって占められている.そこで,以下では, ドイツにおける住宅政策の歴史を簡略にたど
るとともに,戦後の西 ドイツにおいて,同会社によるストック形成が"成熟化"にどの程度寄
与しているのかを,日本との比較をまじえつつ検討してみたい･二 も
-てゝト~ー
(1) 公益建築会社によるストック形成
1860年代に開始されたドイツの産業革命によって,農村人口および海外からの移民は工業
化のすすむ都市部に集中した.当然のことながら住宅問題が深刻化し,とくに-ンプルク,-
ノーバー,ベルリン,ライブチッヒなどの諸都市では,地主による投機的な建築様式として,
4階建ての超過密アパートであるミー ト･カーゼルネン (Mietkasernen)が支配的であった.
こうした問題への対応策として雇主による労働者住宅の改良が試みられる一方,ロッデール
(Rochdale)の影響のもとに住宅組合 (Baugenossenschaft)の組織化が開始され,1913年ま
でに12万5000戸 もの成果をあげている.他方,配当制限会社 としての公益建築会社
(Gemeinn血tzigeBaugeselshaft)の設立も,自治体のサポートによって徐々に進捗 し,とく
に両大戦間期に該当する1927年から39年までの建築戸数は58万戸と,全新築住宅の3分の
2を占めるにいたる.自治体は,住宅組合よりも公益建築会社を土地 ･財政面で積極的にサポー
トしたのであり,それは後者が行政の設定した目標に適確かつ迅速に反応しえた,という事情
によっている.
その後,｢公益住宅企業法｣(Wohnungsgemeinndtzigkeitsgesetz,1940年)のもとで住宅組
合と公益建築会社は,いづれも4%の配当制限会社として認定され,原価家賃の設定,120Hf
以下の｢小住宅｣(Kleinwohnung,勤労者むけの適正な質と規模の住宅を意味する),継続的建
設計画の策定という要件が課せられることになる.そして第二次大戦後,この ｢公益住宅企業
法｣のフレーム･ワークは,すでに言及した第一,第二住宅建設法に継承かつ拡大されていく
ことになる1の.
図1は1950年代以降の西 ドイツにおける住宅建設の内訳を5年ごとに示 したものである.
9)J.Kemeny,op.cit.,pp.41-7.なお,ケメニーは,この 成`熟化"の過程が加速される要因として,
建設コストのインフレーションを指摘している.
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図1 西 ドイツの住宅建投内訳_(1960-88)
(千戸)
1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1988
(注)1988年は推計値である｡
(資料)GesamtuerbandderWohnungswirtschaft1989.
(出所)A.Power,_HouelstomghRise-StateHozLSlnginEuropesince
1850,Routledge,1993,p.158.
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建設がほぼピークに達 した1
955年度の総戸数は65万戸,
このうち公益住宅企業による
ものが21万戸 (32.3%),拘
束を受けた ｢社会住宅｣とし
ての民間賃貸は13万戸 (20.
0%),それ以外の ｢市場家賃｣
の適応された民間賃貸が31
万戸 (47.0%)を占めている.
こうした"建築ブーム'は196
0年代を経て70年代初頭ま
で継続している.ただし,料
線部分の社会住宅にのみ着目
すると,1960年代半ばから
逓減傾向を示 し,1985年に
はピーク時の32.1%にまで
縮小させている.これは,ア
デナウアー首相のもとで推進
された戦災復興において,ア
オォ-ダブルな住宅の建設が
産業復興と並ぶ国民経済の最
大の課題とされたことによる.
この図1では公益住宅企業の内訳は不明であるが,戟後の社会住宅のストック形式において
大きな役割を果したのは,やはり公益建築会社であった.これを1990年現在の住宅ストック
について確認すると,まずコーポラティブの会社組織は1240社,約100万戸の住宅を所有し
ている.その大部分は500戸以下の経営規模で,教会,労働組合,ボランタリー団体によって
運営されている.他方,公益建築会社は600社 (うち民間株式会社540,公的株式会社60),
約300万戸の住宅を所有している.一会社の経営する住宅は平均して5千戸とかなり多い.そ
の主な担い手 (株主)は,労働組合,一般企業,連邦 ･州,自治体などである.このうち自治
体と州が主要株主である50の大会社は平均して2万戸の住宅を所有,50社の住宅戸数は全社
全住宅の3分の1を占めるにいたっている1).
10)以上 ドイツにおける住宅政策史については,A.Power,HovelstomghRise-StateHousing
inEuT･OPeSince1850,Routled豆e,1993,pp.102-114を参照.
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(2)社会住宅の `成熟度〝- 西ベルリンと東京の比較
西ベルリンの1987年時点における総住宅戸数は106万千530戸,このうち41%が社会住宅
として拘束をうけている.総住宅数のうち1948以前のものが48.7%に及んでいるものの12),
1950-60年代にかけての社会住宅の大量建築期に位置する1967年の擬似住宅寿命は,図2に
明らかなように10年を切っている.しかし,その後,建築ブームの終息とともに確実にストッ
クの寿命を延ばし,1982年には100年を超えるにいたる.すでに言及したように1950年の第
一住宅建設法では,超長期の耐久性を求められる住宅の特殊性に鑑み,100年償還,無利子の
政府資金貸付け制度が導入されていた.西ベルリンの住宅ストックの状況は,戦後,アデナウ
アー政権の掲げた ｢理念｣が現実化しつつあることを如実に物語っている.
図2 擬似住宅寿命の国際比較
?????? ????
ッ??
?
??
?
? ?
???
?????
? ?
? ?? ?
? ?
1 2 3 4 5 6 7 8
住宅ストック1戸当たり人口
(荏)擬似住宅寿命-
全住宅戸数
各年の住宅着工数
(資料)東京都 『世界都市比較統計年報』.
(出所) 『土地問題事典』東洋経済新報社,1989年,161ページ.
他方,東京について横軸に目
をやると, 1戸当りの人口は,
8人以上 (1967年)から3人
以下 (1987年)にまで低下 し,
日本が他の先進国並みに小子化,
核家族化の進行したことをうか
がわせる.これに対して擬似住
宅寿命は,1977年にようや く
30年を上回ったものの,その
後,急速に下降し,バブル経済
まっただ中の1987年にはおよ
そ26年間で全住宅をっくりか
えてしまう状態に収束してしまっ
ている.
バブル期の東京における住宅
更新状況を 『住宅統計調査報告』
(1983年,1993年)で確認する
と,1983年から1993年にかけ
て東京都の総住宅数は,396万
9(人/戸) 6100戸から430万6700戸へと
34万600戸増加した. その増
加の内訳は,1980年までに建
てられた住宅 121万8200戸の
ll)Iaid.,p.116.
12)日本住宅組合センター 『欧米4カ国の住宅事情 ･住宅政策』1990年,44ページ.
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除却と,81年以降の155万8700戸の更新 ･新築からなっている.除却住宅を建築時期別に区
分すると,1944年以前が8万600戸,45-60年31万3000戸,61-70年46万5000戸,71-
75年22万5200戸,76-80年13万4400戸であり,1960年代までのストックが"成熟化"しえ
ないばかりか,ごく最近建築された住宅までが大量にスクラップ化されている状況が判明する.
ドイツの社会住宅とはその形態は異なるものの,やはり原価賃貸として機能している公団 ･
公社について,その除去状況を検討すると (表2),たかだか20-30年を経過 したストックが
表2 東京都における住宅除却状況 (1983-93年)
1983 (a) 1993 (b) (b) - (a)
公団.公社 ▲ 5,6001945-60 26,800 1945-60 21,200
61-70 69,100 61-70 68,500 ▲ 600 ▲ 11,100
71-75 43,300 71-75 38,400 ▲ 4,900
76-80 21,400 76-80 23,000 1,600
81-83計 5,200168 81-85 13,000 26,8006 909 3 ll1631815 25,200 157
持 家 ▲ 39,800～44 74,000 ～44 34,200
1945-60 225,500 1945-60 131,700 ▲ 93,800
61-70 381,600 61-70 267,400 ▲114,200 ▲353,100
71-75 306,000 71-75 255,400 ▲ 50,600
76-80 362,500 76-80 307,800 ▲ 54,7004666 113,50081 3計 1421,5138 81 599 3 28523311241,623
民間借家 (設備専用) ▲ 17,100～44 30,100 ～44 13,000
1945-60 115,800 1945-60 64,400 ▲ 51,400
61-70 341,900 61-70 189,400 ▲152,500 ▲398,800
71-75 334,300 71-75 212,600 ▲121,700
76-80 273,200 76-80 217,100 ▲ 56,1008332 434,40081 3計 1041,995 81 599 3 3195023321,6
出所)総務庁 『住宅統計調査報告 (東京都)』1983年.110ページ.同1993年.92ページよ
り作成.
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更新されているけれども,除去住宅 (1万1100戸)の総戸数 (18万1500戸,1993年)に占める
シェアは,6.1%にとどまっていることが確認される｡ただし,専用住宅総数 (439万3300戸)
のに占める公団 ･公社のシェアは4.1% (それ以外は持家37.5%,公営賃貸5.5%,民営借家 ･
設備専用38.4%,民営借家 ･設備共用2.0%,給与住宅6.7%)を占めているにすぎない. こ
れを建築時期別にみると,1961-70年の6万8500戸をピークに急速な減少傾向を示している.
その要因は,すでに別稿で言及したように開発利益の漏出,民間ディベのツパーによる土地取
得にあった13).これは,西 ドイツで開発負担金 (Erschleliessomgsbeitrag),先買権 (Vorka
ufsrecht)という制度が普及しているのと対照的である.
土地増価税が地価のマクロ的上昇に対する課税とすれば,開発負担金制度は,地価のミクロ
的上昇を抑制するための地価対策ということができる.従って,この制度により徴収された資
金は,当該企業体が次の開発事業に充当することになっている.連邦建設法 (Bundesbaugese
tz,1960年)によれば,負担金を徴収できる開発施設とは,広域交通に関係しない道路,地域
内公園及び緑地などであり,開発経費の10分の9を土地所有者に割り掛けて分担させている.
なお日本では,下水道事業だけに都市計画税の受益者負担金の規定に基づいて,この制度が採
用されているにすぎない.
先買権は,当該計画区域内の土地をブローカーその他の第三者が値上りを期待して地区から
買っても,その土地を,第三者がその地区から買った値段で第三者から買い取ることができる,
という制度である14). この方式は,新住宅市街地開発法 (1953年)に導入されたものの有効に
機能しえなかった.その後,公的な住宅建設用地の獲得は民間ディベロッパーの土地取得によっ
てますます困難となり,新たに｢公有地の拡大の推進に関する法律｣(1972年)が制定された.
同法施行後,1979年9月末日までの東京都における実績は,｢届出｣で1815件 (1184万
5000rf),｢申出｣で728件 (181万8000打f),そのうち買取協議を行ったものは,｢届出｣160
件,｢申出｣412件,協議が成立したものは,｢届出｣32件 (16万5000rTf),｢申出｣319件 (71
万6000rf)であった.問題は ｢届出｣にあり,この場合,民間同士の売買契約が事実上成立
してしまった後に買取協議を行う例が多いため,成立件数がきわめて少なくなってしまうので
ある.東京都が同法について ｢法施行の当初は,土地の先行取得に貢献しようとするものであっ
たが,現在大都市での届出制については公共用地買収の際の情報提供の役割さえ果たせなくなっ
ている｣- と酷評しているゆえんであるlS).
13)小玉徹 ｢公共住宅を補完する民間助成-誘導策｣r季刊経済研究』第11巻,3号,1988年.
14)以上,西ドイツの開発負担金制度,先買権については,北畠照粥 r都市計画,都市再開発,都市保存
- 西 ドイツ建設法典の概説』住宅新報社,1990年,132-35ページを参照.
15)東京都 『東京の土地』1980年,64-5ページ.
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表3 公庫融資利用個人住宅の動向 (単位 :rf,%)
1986年度 1987年度 伸び率 1988年度 伸び率
住 宅 面 積 118.9 125.6 5.6 131.4 4.6
敷 地 面 積 279.7 289.1 3.4 330.4 14.3
更 地 購 入 率 36.4 35.9 ▲1.4 33.6 ▲6.4
建 替 率 34.6 35.5 2.6 37.5 5.6
東 京 23 区 79.0 84.4 6.8 86.6 2.6
首 都 圏 44.6 48.0 7.6 53.9 12.3
近 畿 圏 30.8 29.8 ▲3.3 35.4 18.8
東 海 圏 33.6 35.1 4.5 37.3 6.3
そ の 他 地 域 30.9 31.3 1.3 32.9 5.1
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(注)地域区分は次のとおりである.首都圏 (埼玉県,千葉県,東京軌 神奈川県),東海圏 (岐阜県,静岡 県,
愛知県,三重県).近畿圏 (滋賀県,京都府,奈良県,大阪札 兵庫県,和歌山県),その他 (3大都市圏
以外の地域).
(出所)r住宅金融公庫年報J1989年,21ページ.
(3) 持家,民間借家の除却状況
さて,表2にもどり除却住宅の大部分を占める持家と民間借家 (設備専用)について検討す
ると,戸数の増加では前者が11万3500戸,後者が43万4400戸と,バブル期の住宅建設が他
の時期と異なり民間借家により牽引されたことがわかる.ただし総戸数に占める除却住宅の比
率は,持家21.7%,民間借家24.4%とほとんど大差がない. この時期の一貫 した地価上昇に
より持家居住者の土地資産価値は著しく増大し,住み替ろや建て替えが容易となった.-住宅金
融公庫の ｢公庫融資利用個人住宅の動向｣(表3)によると.1986年から1988年にかけて更
地購入率は36.4%から33.6%へと減少しており,建替率は34.6%から37.5%へとアップして
いる.とくに首都圏においてその比率は53.9% (1988年度)･と高く,東京都23区ではなんと
86.6%ものシェアを占めていたのである.
他方,民間借家の除却には,とくに1986年以降の地価高騰にともなう節税対策としての建
て替えが大きく影響していた.表2の1993年における住宅ストックで1986年から1990年に
建設されたものは50万2300戸,持家の23万3200戸をかなり凌駕している.建設省の首都圏
(東京都および神奈川,千葉,埼玉の3県)における貸家供給実態調査 (1987年 1月から12
月までの新築家屋を対象)では,こうした貸家建設のきっかけとして家主があげている要因の
うち ｢建物を建て替える必要性｣という既存のストックの老朽化を理由とするものは30.8%,
つぎに ｢相税税評価額の上昇｣(ll.1%),｢固定資産税の増税｣(9.4%)は小計 20.5%と節税
対策が第2位を占めていた16).
表2において,民間借家の除却住宅37万8800戸のうち71年以降に建設されたものは,44.
6% (持家,29.8%)と高い割合を示 している.ストックの経済的償却 (物理的摩滅では,なく)
16)建設省住宅局 『東京の賃貸住宅』1989年,27ページ.
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の激しさがここに表出されている`."成熟化"しえない東京の実態がここに浮き彫りにされて
いるのである.
Ⅳ 社会住宅としての民間賃貸
再び図1に着目すると,1950年から60年にかけての社会住宅ストックの形成には,政府低
利資金と優遇税制のもとで家賃等の規制を課された民間賃貸住宅が少なからぬ貢献をしていた
ことがわかる.1950年には全建設戸数の32.0%,60年には20.0%もの民間賃貸がそうした拘
束を受けていたのである."良好'な住宅を供給することは,当然,ストックの安定-"成熟化"
につながる.そこで以下では民間賃貸が社会住宅として認定されるようになった経緯,および
その民間賃貸はどのような要件を満たしているのかを概説するとともに, ドイツとは対象的に
スクラップ･アンド･ビルドにともなうストックの"劣悪化"と"高額化"というプロセスから
脱しきれない.日本の民間賃貸の問題状況に言及してみたい.
(1) 社会住宅の成立と社会的市場経済
社会住宅の拘束内容は,公益住宅企業法 (1940年)のそれと共通する点が少なくない1の.
l･とき益住宅企業の ｢小住宅の建設｣という自己義務は･社会住宅にたいして設けられてい
る基準,規模と重なる.
2)公益住宅企業の家賃は経常費を充当する水準にとどめられているが (原価家賃), これ～
も社会住宅の場合と同様である.
3)資本にたいする4%の配当も社会住宅における自己資金への4%の利子掛けと共通する.
したがって,第-住宅建設法 (1950年)の社会住宅制度は,公益住宅企業法のフレーム ･
ワークをおおむね継承したものといえる.ただし,同制度が住宅組合と公益建築会社のみなら
ず民間賃貸 (個人 ･企業)をも対象とするに至った背景には,戦後における｢社会的市場経済僻旨山
(DasSystemderSozialenMarktwirtshaft)の採用という経済政策の大きな潮流があった.
この社会的市場経済という概念は,ワイマール体制以前のいわゆるレッセ･フェールのもた
らした悲惨な経済的 ･社会的状況とナチス統制経済の極端さを回避しようとする経済学者や法
律家が編み出したものである.｢秩序自由主義｣(Ordo-1iberalismus)を唱え,制度派 (OrdO-
kreis)と呼ばれるこのグループの代表的な論客には,レプケ (W.R6pke), ミューラー-アル
マック (A.Mtl'ler-Armack)などがあげられ,後者はエア-ルト経済相のプレーンとして住
宅政策の立法化にも参画した.
｢秩序自由主義｣は,もちろん,今日流布している新自由主義とは大きく異なる.また制度
17)この点,日本住宅総合センター 『ドイツ･フランスの社会住宅制度』1994年,134-5ページを参照.
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派は,ルーズベルト-ベバリッジ流の残余的自由政策 (ResidualisticLiberalPolicies),あ
るいは司令経済 (CommandEconomy)にも反対する.住宅政策に引きつけて言えば,第一
次大戦前における市場経済的 ｢建築自由主義｣(Bauliberalismus)杏,1930年代以降の規格
住宅の大量生産方式を伴.った国家統制とともに否定し,建築経済における (国家による)一般
的計画と,(市場における)諸個人のイニシアティブとを総合するような一つの秩序を創造 し
ようとしたのである18).
(2) 社会住宅の拘束内容- 借家の居住水準について
かくて占領軍の強権的家賃統制 (家賃を1937年10月7日の状態に凍結)にかわって民間賃貸
にも"アメ"と"ムチ"による社会住宅への途が開かれることになる.そこでまず"アメ"につい
て言及すれば,社会住宅としての民間賃貸には,公的貸付と補助金のほかに,土地家屋税の優
過,減価償却による税控除,住宅建設奨励金,土地家屋取得税の免除,住宅手当などの特典が
付与された.他方,"ムチ'-拘束は公的資金の返済が終わるまで継続 し,早期返済の場合 も,
返済後,最長10年間は社会住宅として拘束されることになった.その拘束内容は目的設定,
建築住宅の規模,最低設備,都市計画との接合にまで及んでいる.
ここでは建築住宅の規模にのみ言及すれば,罪-住宅建設法 (1950年)では下限面積32Ⅰば,
図3 日本 ･西 ドイツ所有関係別床面柵分布の比較
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(注) ｢味面積｣の測定方法は,国により異なる.
(資料)1%-Wohnungsstichprobe(西ドイツ),r住宅統計調査』(総務庁統
計局).
(出所)建設省住宅局 r図説 ･日本の住宅事情Jぎょうせい,1986年分217ページ.
上限面積 65rfと狭小な住宅
も認可されていたが,その後,
数次にわたる法改正のもとで
かなり水準はアップし,1980
年には一般居住者用は下限面
積50rd (単身生活者40rd),
上限面積90-200Ⅰぱ(1家族,
2家族,区分所有,その他)
に落ちっいている.また家主
は入居世帯数に応じて住宅規
模を確保する義務があり,た
とえばノル トライン･ヴェス
トファー レン州 (1979年)
の場合,単身世帯で45rd,
2人世帯- :2室または55
18)J.Kemeny,op.cit.,pp.ll-13及び佐藤,前掲,注(6),133-4ページを参照.
19)日本住宅総合センター,前掲,注 (9),95-100ページによる.
20)P.Emms,SocialHousing- AEuropeanmleTnTna?,SAVS,1990,p.145.
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rlf,3人世帯- :3室または70汀f,4人世帯-:4室または85nf,それ以上の世帯 :1人当
り1室または15rfをくわえる,という規定を遵守することになっている19).
社会住宅の平均床面積は59Hf(1986年)であり,借家全体の67nfに比べるとやや狭小であ
る卸.しかしながら,社会住宅が低所得者住宅の下限面積をアップさせてきたこと, さ･らに住
宅の分配が世帯数に応じてなされていること,は大きく評価されるべきであろう.
図3は,西 ドイツと日本について持家,借家の床面積分布を示している.まず借家では,西
ドイツは40rd以下が10%にすぎないのにたいし,日本は55%と大きな格差をっけられている.
他方,西 ドイツの持家と借家では,前者の平均床面積は112'1.65nf(1987年),後者は69.16rd
と大書な開きがある. しかしこれを一人当りの室数,居住面積でみると,∵持家で1.88室,38.
25rf,借家で1.78室,33.00rfとなっており,両者の格差はあまり大きくない. 日本の持家の
分布は西 ドイツと類似している.けれども,その一人当りの居住面積は18.95rf(借家は11.99
Ⅰ坑 1988年)と,西 ドイツの借家に比べても極端に狭小である.21)
図4 首都圏における規模別貸家着工動向
(注)1●)首都圏一東京都,埼玉県,千葉県,神奈川県.
2)グラフ上の数字は当該年度の規模別着工数の構成比 (単位 :%)である.
(資料)建設省 r住宅着工統計.A
(出所)三井不動産 r不動産関連統計集J1989年,76ページ.
21)日本住宅総合センター,前掲,注 (12),42-3ページ.
渡辺鉄蔵と公益建築会社 77
(3)民間賃貸の〟狭小化〟と"高額化〝･
ケメニーは,持家へとテニュアの偏椅しないドイツの住宅政策を単一化モデルと呼んだ.-そ
こには持家と比べて居住水準で遜色のない借家の存在があった.そして借家水準の向上にはノ
ン･プロフィットと競合しうる社会住宅としての民間賃貸も有効に作肝していた.,.
日本の持家率は61.4% (1988年)であり, ドイツの37% '(1990年)に比べるとかなり高い.
ただし,イギリスのように持家と公営住宅に二極化してはおらず,民間借家のシェアが25.7
%を.も占めている.しかしながらこの民間借家の居住水準はドイツに比べてかなり低い.しか
ら,-日本の民間借家はスクラップ･アンド･ビルドによるストックの更新とともに居住水準を
劣化させているのである.
いま80年代における首都圏の貸家着工動向を規模別に図示すると (図4を参照),-31.-50rd
(1LDK,2DKサイズ)ないし30rf以下 (ワンルーム)の急上昇が一目瞭然であり,1980
年に両者の比率は43.2%と半分に満たなかったのが,87年では71.8%にも達 している.他方,
同じ時期71Ⅰぱ以上 (3LDK以上)は23.0%から8.5%へと大幅に縮小し,建設戸数が2万4
千戸 (1980年度)から7万5千戸 (1987年度)へと上昇している51-70Ⅰぱ(2LDK,3DK
クラス)規模でも25.0%から19.7%へとを下降している.その要因として借家需要の中心で
ある若年層の増大,さらには高学歴化 女性の社会進出,晩婚化に'tもなって単身世帯が増加
したことなどがあげられる.
他方,供給サイドからすればワンルームなどの狭小なタイプほど投資利回りの良いものになっ
ているという点も見逃せない.建設省の首都圏貸家供給実態調査 (1989年)によると1戸当り
の家賃はもちろんワンルームが最も安いが,平方メートル当りでみると逆に3156円と最 も高
くなっている.また,･同調査で事業計画決定に際して留意 した事項として,40%強の家主が
表4 利用資金別住宅着工数の推移
(単位 :戸,%)
1972年度 1.977年度 . 1982年度 1987年度
氏間資金 持 家 567,864 39.5 443,118142.2 225,576 39.2 242,627 20.8
分 譲 228,414 15.9 293,972 28.0 125,633 21.8 139,735 1.2.0
貸 家 597,668 41.5 296,092 28.2 .215,559 37.5 770,.903 66.1
給 与 46,668 3.2 16,481 1.6 8,780 1.5 13,551 1.2_
合 計 1,438,614100.0 1,049,663100.0 575,548100.0 1,166,816100.0
公庫餐金 持 一 家 134,157 66.4 269,347 75.5 340,859 71.1,. 309●,899 66.8
分 譲 38,018 18.8 47,47 13.2 91,197 19.0 109,377 23.6
貸 家 27,334 13.5 39,721.ll.1 47,043 9.8 44,033 9.5
給 与 2,438 1.2 703 0.2 551 0.1 348 0.1
(出所) F住宅金融公庫年報』1978,89年版により作成.
22)建設省住宅局,前掲,注(16),8,29ページ.
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｢入居者の回転率をあげるため単身者向け又は少人数家族向けにする｣ことをあげており2',入
居時における一時金の回転,さらには割高な家賃設定が狭小貸家の投資利回りを上昇させ,そ
うした住宅の建設戸数を大きく引き上げたのである.
(4)民間賃貸をめぐるマネー･フロー- 日本と西 ドイツの比較
こうした狭小化の進行する民間借家の大部分が民間資金によるものであったことは表4で確
認される.1987年についてみると77万903戸と民間資金によって建てられた住宅の66.1%を
も占めている.これにたいして公庫資金による貸家は4万4033戸 (公庫利用住宅の9.5%)に
すぎない.他方,民間資金による持家は,徐々にその着工数を縮小させ,82年には公庫資金
によるものが34万859戸と前者 (22万5576戸)を大きく引き離 している.また分譲住宅に
ついては持家と同様の傾向が看収されるけれども,戸数では民間資金によるものが13万9735
戸 (1987年)と公庫資金の10万9377戸を若干上回っている.
ここで留意しておくべきことは,貸家の床面積へのインパクトは両資金で大きく異なるとい
う点である.公庫資金による民間貸家は1980年に67.5rdと全貸家平均値を10.4nf上まわって
いた. その後の民間資金による狭小貸家建設の影響で貸家平均床面積 は57.1rfか ら
45.2Hf(87年)へと大きく下降した.これとは対照的に,公庫資金を利用した貸家は家63rf
以上の水準を一貫して維持している23).したがって,とくに80年代に入って公庫住宅を持家･
分譲住宅に偏椅させず,貸家のシェアを拡大していたならば,わが国の貸家床面積のレベルは
平均値をかなりアップさせていたわけである.
ところで, ドイツにおいて公的資金が社会住宅に投入される様態には,第-住宅建設法が制
定された1950年から現代に至るまで二つの流れがある.一つは建設費として建設時に建築主
に融資する方法であり,いま一つは竣工後において家賃または割賦償還金の初期負担を軽減す
るために建築主に経費助成する方法である.
社会住宅は建設融資と経費助成の混合方式を採り,原則上,借家と持家のいずれにも融資か
つ助成することになっている.これを第-促進住宅といい,その大部分は借家である.たとえ
ば1980年度では,第 1促進住宅4万6267戸のうち借家は71.6% (持家28.4%)である.他方,
第二促進住宅 (1965年の住宅建設法改正により発足)は経費助成のみであり,同年度に建設さ
れた5万908戸のうち持家が86.1% (借家13.9%)と圧倒的なシェアを占めている. このよ
うに第一促進と第二促進とでテニュアの格差があるのは,前者の入居資格を家族の年間所得で
制限しているからである24).
第-促進と第二促進の資金構成を示したものが表5である.たとえば1980年に着目すると,
第-促進は公的資金36.4%,資本市場資金36.4%,その他27.2%という内訳である. これに
23) ｢住宅金融公庫年報』1987年,20-1ページ.
24)日本住宅総合センター,前掲,注 (17),43,180ページを参照.
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表5 第一･第二促進住宅別の資金構成 (単位 :100万マルク,%)
金 額 公的資金 資本市場資金 そ の 他
第 1978 9,699 27.2 48.2 24.6
- 1979 9,140 31.5 43.4 25.1
促 1980 9,830 36.4 36.4 27.2
進 1981 10,817 37.0 35.2 27.8
住 1982 12,591 38.6 34.8 26.6
宅 1983 ll,367 35.5 37.1 27.4
第 1978 17,456 1.1 63.1 35.8
1979 14,684 1.3 63.5 35.2
促 1980 13,753 2.0 61.0 37.0
進 1981 12,772 1.9 57.9 40.2
住 1982 12,457 2.4 57.6 40.0
宅 1983 15,814 2.1 58.6 39.3
(出所)WiT･tShaftandStatistih,H.10,1984,S.864.
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たいして,第二促進は,資本市場資金が61.0%.と大部分を占め,公的資金はわずかに2.0%
にすぎない.公的低利資金の比重からみるかぎり,第-促進の大部分を占める借家が優遇されて
いることは明らかである.
以上,日本とドイツにおける賃貸住宅のアフオーダビリティの格差を住宅建設をめぐるマネー･
フローの違いにより説明してきた.冒頭のケメニーの住宅政策モデルに従えば,日本はどちら
かといえば,二分化モデルに該当するであろう.民間借家の"狭小化"と"高額化",公的賃貸
住宅が量的に少なく,しかも低所得階層に限定されていることから,人々は持家へと押 しやら
れていく.しかしそのことは土地需給を逼迫させ,地価をじわじわと上昇させる.当然,土地
を持たない ｢一次取得層｣の住宅取得能力は低下し,一戸建ての立地をしだいに遠隔化させて
いく.同時に,市街地周辺部での分譲マンションへの需要も高まってくる.そして住宅の ｢高
層化｣が大手不動産資本 (1987年の首都圏におけるマンション供給大手15杜のシェアは59.3
%にも達していた25))によって進められ,狭小かっ高額な分譲床の購入に公庫資金が充当され
ることになる.
零細民間借家のクリアランスがしばしばこうした ｢高層化｣によって達成される一方,狭小
敷地の共同化による住宅建設に公的な低利資金を積極的に活用し,渡辺が期待 した ｢不燃化｣
を実現するような施策は遅々として進捗しないまま,｢中層化｣(ワンルーム･マンションなど)
によるストックの"劣悪化"が急速に進行することになる.
かくて日本における土地利用の"高度化",それは欧州大陸の諸都市に作用したようなストッ
クの 成`熟化"を意味しない.たしかにドイツの場合も,"高層化'がストックの"劣悪化'である
時代 (19世紀後半のMietkasernen)が存在した.しかし,こうした問題は,住宅政策の確立
25)三井不動産 『不動産関連統計集』1990年,118ページ.
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とともに徐々にクリアされていった.そして,その中心的役割を果したのは,渡辺が日本に導
入しようとしたサード･アームという供給主体,なかんずく公益建築会社であった.この会社
こそ,公益住宅企業法の成立 (1940年)から ｢社会住宅｣制度の確立 (1950年)にむけて,
その主体的な推進力となってきたのであり,したがってまた,都市ス トックの"成熟化'に大
きく貢献したのである.
(1995.7.28受理)
